
























































































































%， 5.5%， 11%であるとすれば， 総資本コストは次のような算定式により
6.925%に決定される。
資本構成 各資本コスト 各合成コスト
長期負債 50% X 4.5% - 2.25% 
優先株式 15% X 5.5% ニ 0.825% 
普通株式 35% X 11.0% 3.85% 








































11) アパーチ=ジョンソン効果については， Averch， H. and Johnson， L.L.CDec. 






。 Ql Q2 
て小さな供給量をもたらすことにより，長方形 P1GHEの面積に相当する
極大独占利潤を実現する。しかし，政府規制はこのような企業の利潤極大化









源配分効率において劣る。第 1図において，限界費用原理 (AR二 MCルーノレ)
は料金 OP3と供給量 OQ3を決定するが， このとき平均費用原理によるよ
りも IKLだけ消費者余剰が大となる。したがって，効率的な料金は平均費
























































































































































































































第 4図において需要 DIDlが小さいときには，平均費用 Q，F は限界費用に等し










































([1961) p. 399)。 しかし， 消費税のほうが資源配分の援乱効果が大きいことは確
かであれわれわれはこの見解には賛成できなし、。
21) あるサーピスの消費者を補助するために社会全体が負担を負わされるべきでは
ないと， Wilson， T. CDec. 1945)は指摘している (p.459)。



















































































29) Litle， 1.M.D. (1960) pp.182-183. 
30) Bonbright， ].C. (1961) p. 396.なお， ポンプライトは短期限界費用料金設定
に対して 5つの批判点を指摘している。 Ibid.，pp. 395-399を参照されたし、。
31) ヴィックリー (W.Vickrey)によれば，限界費用ヵ:急激に変動するとしても限
界費用原理は固守さるべきであるとされる (CJune1948) p.238)。









































































35) Reed， P.羽T. (1973) p. 30. 






















39) Musgrave， R.A. and Musgrave， P.B. (1976) p.696. 

























































































なる供給単位 (differentunits of output taken by the same customer)の聞に差別
を設けることにより実施される。前の 2つの差別形態はピグー (A.C.Pigou) 








ような料金はブロ y グ(区画)料金と名づけられている。第 3扱の差別は，
供給市場をいくつかに分割L，各小市場ごとに異なる料金を課するもので，
市場差別とも呼ばれる。なお，企業が料金差別を実施するにはし、くつかの条







46) Clemens， E.W. CDec. 1941] p.801. 
















供給量プロ y グには平均費用に等しい OP1の料金を，これを超える QIQ2の




























用需要量は OQ1' 産業用需要量は OQ2である。そのとき企業の総電力供給
量は OQl十OQ2' 料金収入は POFQ10+POGQ20 である。 ここで差別料金
を適用 L，住宅用には均一料金よりも高い OP1，産業用には均一料金より
































































加入電話数 I *:fJfl (p:J) I闘用問_)I 
1 800未満 I 1，400 I 
2 800"-'8，000未満 1，700 1，200 
3 8，000"-'50，000未満 2，000 1，400 
4 50，000"-'400，000未満 2，300 1，600 
5 400，000以上 2，600 1，800 













































































































期限界費用に等しい料金の設定を推奨している (Bonbright，].C. [1961] pp.400-
401)。彼はまた，長期限界費用料金設定を伝統的な平均費用原理による場合の収支
均衡条件からあまり隔たることのない料金原理であるとも考えているようである。

































































































ついての初期の理論的解明は Boiteux，M. (Aug. 1949J， Houthakker， H.S. 
(Mar. 1961]， Steiner， P.O. [Nov. 1957]， Hirshleifer， J. [Aug. 1958J， 
Meek， R.L. [July 1963J， Williamson， O.E. [Sep. 1966J等においてなされ
たが，ここではこれらの業績をよりシンプルに論じている Musgrave，R.A. 





































































































































ーピス供給量 OQ。の平均運営費用 ωを，また料金 OPp"はピーク時の12時
142 




















































供給量が Q。から Qo'へ増加したとき，需要者が新たに得る便益は EGQo'Qo，
供給量の増加にともなう費用の増加部分が FGQo'Q。で、あるから，社会の経
済厚生は EGQo'Qo-FGQo'Q=EGFの面積に等しレ額だけ増加する。つぎ
に，ピーグ時における Pp料金の設定により供給量が Qpから QP'へ減少
したときには，需要者が失う便益は HIQpQP'，供給量の減少にともなう費用






















66) Clemens， E.W. (May 1963J p.483. 


































































たのは， 1957年フランス電力公社(孟lectricitede France: EDF)においてでる
る。 EDFは1946年に約 1，200の電力事業体を国有化して設立されたもので，


























夏期 重負荷時 [ 平日午前6時~午後10時
(4"'-'9月〕 軽負荷時 | 平日午後10時~午日刊時
日1M日
参考) Meek， R.L. (Nov. 1963) 
第 2表 高庄一般料金の電力量料金(サンチーム/kWh)(1975年 1月実施〕
ヨ、ζ 期 夏 期
供給電圧
ピーク時 i 重負荷時 | 軽負荷時 重負荷時 | 軽負荷時
220kV 19.64 10.10 5.03 8.40 4.88 
150kV 21. 72 11.25 5.06 8.48 4.91 
90j60kV 24.86 12.97 5.09 8.62 4.93 
出所) 荒井泰男(1975・7)129ベージ。












(Area Electricity Boards) により最終消費者に課せられる小売料金であり，











電所の運営費 (therunning costs of the stations at the margin)にもとづくこ
とになった。また，固定料金のほうは，これまで総固定費を単純にピーク期
の電力量で除して算出していたが，これをあらため，ピーク期が短期持続ピ











期 間 期間の名称 適用料金
1 I 12月"-'1月 |本来のピ-Jl期|従量料金プフス期間 Eの需要を上回る部分
について kWあたり 4ポンドの需要料金
n I月， 2月"-'3月I冬期吉同原需要期 I従要量料料金金フ・フス kWあたりIポンドの需











i n i 1 
期間
E 
4 5 6 7 8 9 10 I 12 1 2 3 (月)






































曲線を示す。また，現実の平均費用は OP2 で一定であり， 限界費用に等し
いものと仮定しよう。そして， 平均費用 ACは競争圧力のもとで可能なか






















































































































(P2-m2) / P2 ej (R2-)') 



































































契約電流 10アンベア 220円 第 lブロック(l20kWhまで) 14.65円jkWh
15アンベア 330円 第2プロック (121~200k Wh) 18. 70円jkWh
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